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旺文社 教育情報センター 24 年 4 月 

 

国公私立大の学生の“４人に 1 人”が、小学６年で学んだ「平均」の意味を正しく理解

していない。そんな大学生の「数学力」の一端が、先ごろ公表された(社)日本数学会(理事

長・宮岡洋一東京大教授)の調査で明らかになった。日本数学会では 23 年 4 月～7 月にか

け、全国の大学 1年生中心に約 6,000 人を対象に、テスト形式の「大学生数学基本調査」(小・

中学校「算数・数学」、高校「数学Ⅰ」の基礎的問題)を実施した。 

その結果、論理を正確に解釈する能力や記述力、図形の活用力などの不足が目立ち、大

学教育を受ける前提となる数学的素養や論理的思考力などの課題が浮き彫りになった。 

ここでは、「大学生数学基本調査」の概要を紹介するとともに、解答内容などにも影響し

ているとみられる小・中・高校の学習指導要領の変遷、大学入試の現状等をまとめた。 

 

 

 

＜「大学生数学基本調査」＞ 

○ 「基本調査」実施の背景 

日本数学会に所属する約 5,000 名の大学教員の間では、ちょうどセンター試験が開始さ

れた平成 2(1990 )年頃から、新入生の数学の学力低下が指摘されていたという。それを受

け、同学会が 8 年(1996 )年に大学教員を対象にしたアンケート調査の結果、ごく基本的な

能力が学生の間で低下しつつあるという現実が浮き彫りにされた。 

その後も同学会では、より広汎な数学教育全般について調査・提言を行ってきたが、学

生の学力低下は深刻化し、12(2000)年頃には多くの大学で高校数学の補習授業(リメディア

ル教育)が必要になったという。特にここ数年は多くの会員から、「入学試験や 1 年生の期

末試験における数学の答案にまったく意味の通じないものが増え、どう対処したらよいか

当惑している」などの声が寄せられているという。 

こうした経緯と教育現場に広がっている危惧を踏まえ、「大学生数学基本調査」(以下、

「基本調査」)を実施したという。 

○ 「基本調査」実施の概要 

● 調査実施時期：23 年 4 月 1 月～7 月 20 日 

● 調査実施大学：国公私立 48 大学(オリエンテーション等を含む 90 クラス) 

● 調査を受けた学生数：5,934 人 

 今月の視点－64  

危うい、大学生の「数学力」！ 
 

“4人に1人”が、「平均」の意味を理解せず！ 

論理的思考力、図形の活用力などにも課題。 
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◆ 大学、学部・学科系統の分類 

「基本調査」では、調査実施大学及び調査を受けた学生が主として所属する学部・学

科を次のように分類している。 

● 大学群：国公立大と私立大とに 2 分したうえで、各大学の一般入試の合格難易度を

基にして、難易度上位順に、次のような国公立大 3 群、私立大 4 群に分類している。 

［国公立大］ 

・国立大Ｓ群(学生数 1,041 人、調査受検者に対する割合 17.5％)  

・国公立大Ａ群(同 2,203 人、37.1％) ／・国公立大Ｂ群(同 698 人、11.8％) 

［私立大］ 

・私立大Ｓ群(同 230 人、3.9％)／ ・私立大Ａ群(同 823 人、13.9％)  

・私立大Ｂ群(同 596 人、10.0％)／・私立大Ｃ群(同 343 人、5.8％) 

● 学部・学科系統  

・理工系(理学、工学系統。学生数 2,502 人、調査受検者に対する割合 42.2％)  

・文学系(文学、外国語系統。同 202 人、3.4％)  

・社会科学系(法学、経済･経営･商学、社会学、国際関係学系統｡同 853 人､14.4％)  

・教育系(教員養成、教育学系統。同 1,179 人、19.9％)  

・保健衛生系(医学、歯学、薬学、保健衛生学系統。同 391 人、6.6％)  

・学際系(学際系統。同 251 人、4.2％)  

・混合(同 530 人、8.9％) 

＊注．｢混合｣は複数系統の混合クラスのため､分類ができないもの。なお､農林水産・

生活科学・芸術系等はサンプル数が少ないため系統別の分類には含まれていない。 

◆ 問題数、出題内容・範囲等 

出題問題は、「第 1 ステージ：問 1－1、問 1－2」(大問 2 題：解答時間 5 分)／「第 2

ステージ：問 2－1、問 2－2」(大問 2 題：同 10 分)／「第 3 ステージ：問 3」(大問 1 題：

同 10 分)の 3 つのステージ(大問 5 題)からなる。 

「第 1 ステージ｣ (問 1)は文章に含まれる論理の的確な読み取り、「第 2 ステージ」(問

2)は論理的に正しい記述、「第 3 ステージ」(問 3)は相似を利用した作図(記述)について

のそれぞれ出題である。 

また、問題解答に先立ち、小・中・高校での得意・不得意科目、塾・予備校等での算

数・数学の学習経験、大学入試での数学受験の有無、センター試験などマークシート方

式のみの受験か、数学の記述試験を受験したかを問うアンケート調査(5 分程度)も実施。 

◆ 出題範囲等 

今回の調査受検者が学んだ旧課程の高校学習指導要領(数学は 24年度から新課程で先

行実施)では、「数学Ｉまたは数学基礎」(選択必履修)以外は必履修から外れており、ま

た、大学入試科目(センター試験科目を含む)において、数学を必須科目としない大学・

学部が私立大文系を中心に多くみられる。 

こうしたことから、日本数学会では「基本調査」の出題範囲を小・中学校及び数学Ｉ
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のごく基礎的な範囲に留めたとしている。 

今回の調査受検者は旧課程の小・中・高校学習指導要領で算数・数学を学習してきた。

各問題の出題内容／問題形式／及び出題内容が学習指導要領(旧課程)で最初に扱われる

学年は、それぞれ下記のとおりである。なお、小・中学校の算数・数学は 21 年度から、

高校の数学は 24 年度から新課程で先行実施されている。  

・問 1－1：平均の定義とそれに関する初歩的な推論／選択式／小学 6 年 

・問 1－2：命題と条件の論理的な読み取り／選択式／特定されない (小学校～高校まで

各学校段階を通じて学習) 

・問 2－1：整数の性質に関する初歩的な論証／記述式／中学 2 年 

・問 2－2：二次関数の性質の列挙／記述式／高校 1 年 

・問 3：平面図形と相似を利用した作図／記述式／中学 3 年 

○ 「基本調査」の設問 

「基本調査」の設問は、次のとおり。解答欄は省略し、正答例(日本数学会公表)は後掲。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜第１ステージ：2題・5分＞ 
 

１-１ ある中学校の三年生の生徒100 人の身長を測り、その平均を計算すると

163.5cm になりました。この結果から確実に正しいと言えることには○を、そうで

ないものには×を、左側の空欄(省略)に記入してくだい。 

(1) 身長が 163.5 cm よりも高い生徒と低い生徒は、それぞれ 50 人ずついる。 

(2)  100 人の生徒全員の身長をたすと、163.5 cm × 100 = 16350 cm になる。 

(3) 身長を10 cm ごとに「130 cm 以上で140 cm 未満の生徒」「140 cm 以上で150 
cm 未満の生徒」・・・というように区分けすると、「160 cm 以上で170 cm 未満

の生徒」が最も多い。 

 

１-２ 次の報告から確実に正しいと言えることには○を、そうでないものには×を、

左側の空欄(省略)に記入してください。 

 

 

 

 

 
 

(1) 男の子はみんな帽子をかぶっている。 

(2) 帽子をかぶっている女の子はいない。 

(3) 帽子をかぶっていて、しかもスニーカーを履いている子供は、一人もいない。 

 

公園に子供たちが集まっています。男の子も女の子もいます。よく観察すると、

帽子をかぶっていない子供は、みんな女の子です。そして、スニーカーを履い

ている男の子は一人もいません。 

 

＜第２ステージ：2題・10分＞ 
 

２-１ 偶数と奇数をたすと、答えはどうなるでしょうか。次の選択肢のうち正しいも 

のに○を記入し、そうなる理由を下の空欄(省略)で説明してください。 

(a) いつも必ず偶数になる。 

(b) いつも必ず奇数になる。 

(c) 奇数になることも偶数になることもある。 
 

 

２-２ 2 次関数 y = －x2
 ＋ 6 x － 8 のグラフは、どのような放物線でしょうか。重要

な特徴を、文章で 3 つ答えてください。 

 
 

設 問 

設 問 

RI-01608
テキストボックス
(c)2012 旺文社 教育情報センター

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/


  

 - 4 - 

 

 

 

 

 

 

 

○ 調査結果・分析 

［第１ステージ］ 

◆問1－1：(図1参照) 

・「平均の定義と基本的な性質の認識」の正答率は76.0%で、調査受検者5,934人の大学生

“4人に1人”が、平均の意味を正しく理解していないことになる。大学群別の正答率で

は、国立大S群(正答率94.8％。以下、同)と国公立大A群(80.4％)が8割以上の高い正答率

であるが、私立大B群(56.0％)・私立大C群(51.2％)ではほぼ半数の学生が不正解である。 

・正答率の高い国立大S群・国公立大A群は、アンケート調査から、数学記述試験経験あり

／小・中学校での算数・数学得意／物理得意、といったグループであるという。 

一方、正答率が高くない私立大A群・私立大B群・私立大C群は、数学記述試験経験な

し／小・中学校での算数・数学がともに不得意または普通／物理不得意、のグループだ

ったという。 

・学部・学科系統別の正答率では、社会科学系が 82.6％で、理工系の 82.0％をわずかに上

回っているのが注目される。理工系は“平均値の算出”(計算)はできても、“平均の正し

い理解”は、「経済･経営･商学」系の学生を主体に社会科学系のほうがやや上回っている

ことなどが伺える。 

・旧課程における「平均」についての学習は、まず小学 6 年の「数量関係」の領域で学ん

でいる。そして、「数量」の変量を“ならす”「相加平均」(変量の値の総和÷全個数)に

ついての意味は多くの子どもたちが理解し、日常的に使っているとみられる。ただ、今

回の「基本調査」で、たとえ「平均値」(相加平均)は算出できるとしても、「平均の定義

と問題文からの推論」が十分身についていないことが伺える。なお、「資料」全体の分布

の様子や特徴をみる「中央値」、「ヒストグラム」は、新課程の中学 1年で扱われている。 

◆問1－2：(図2参照) 

・「文の論理的読解」の正答率は全体で64.5％。日本数学会では、調査対象となった大学生

“3人に1人”が論理的読解に課題があるとしている。大学群別の正答率では、国立大S群

(86.5％)を除き、すべての大学群で70%を下回り、特に私立大B群・私立大C群では5割を

割っている。 

・当問題は、問題文の内容から、設問の記述の“真偽”を判定する「論理的思考力」をみ

るもので、「集合」に関する出題でもある。このような読解力(論理的思考力)は、小学校

から高校までの各学校段階に応じ、算数・数学の題材等を通して培われる。 

 

＜第３ステージ：1題・10分＞ 
 

３ 右の図の線分を、定規とコンパスを使って正 

確に3 等分したいと思います。どのような作 

図をすればよいでしょうか。作図の手順を､箇 

条書きにして分かりやすく説明してください。 

なお、説明に図を使う場合は、定規やコンパ 

スを使わずに描いてもかまいません。 

設 問 
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◎ 日本数学会の総合分析 

｢平均の定義と、定義から導かれる初歩的結論｣(問1－1)、｢少し複雑な命題の論理的読

み取り｣(問1－2)のどちらも誤答率が高く、論理を正確に解釈する能力に問題があること

を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

［第２ステージ］ 

◆問2－1：(図3参照) 

・「偶数＋奇数は奇数になることの論証」の正答率は、全体で19.1%と低い。国立大S群

(41.2％)と他の大学群(国公立大A群＜21.9％＞～私立大C群＜1.4％＞）の二極化が目立つ。 

・中学校(旧課程)では、整数の性質について文字を使って説明することを学んだ。特に、「3

つの連続する整数の和が3の倍数になること」の論証などは、高校入試でも頻出問題。 

・因みに、文科省の中3生対象の｢平成22年度全国学力・学習状況調査｣では、｢連続する3つ、

及び４つの奇数の和｣について出題され(B問題 ２ )、｢連続する3つの奇数の和が3の倍数に

なる」論証問題の正答率は“26.4%”であった(私立大の全ての大学群より高い正答率)。 

◆問 2－2：(図 4参照) 

・「二次関数のグラフの性質」の全体の正答率は、39.5%である。 

・大学群別の正答率は、国立大 S 群(54.9％)を除き、全ての大学群で 5 割を割っている。 

ただ、“正答＋準正答率”をみると、大学群は次のような4グループに分かれるという。 

①国立大S群＝“正答＋準正答率”(約75％)が圧倒的に多い。／②国公立大A群・国公

立大B群＝“正答＋準正答”(約60％～54％)が半数を超え、重篤な誤答が少ない。／③私

立大S群・私立大A群＝“正答＋準正答率”(約45％～約43％)が5割以下で、誤答が半数を

超え、重篤な誤答もかなりいる。／④私立大B群・私立大C群＝“正答＋準正答率”(約28％

～約12％)が低く､誤答が圧倒的に多い。理工系の正答率“48.4％”の低さも懸念される。 

・日本数学会は、「“変化する 2 つの値の関係”を数量的に捉えることは、科学的に世界を

理解するうえで、欠くことができない最も基本的な方法論である」としている。 

◎ 日本数学会の総合分析 

記述式の入試を課している国立難関大の合格者を除くと、｢偶数と奇数の和が奇数にな

る｣ (問2－1)証明を明快に記述できる学生は稀である。 

また、二次関数の性質を列挙する問題(問2－2)では、意味不明の解答が多く、準正答

のなかにも、すでに挙げた性質と重複する性質を再度挙げる解答が目立つ。 

論理を整理された形で記述する力が不足している。 

●「問1-1」の大学群別正答率
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［第３ステージ］ 

◆問 3：(図 5参照) 

・「相似を利用した作図」の全体の正答率は 4.4%と極めて低く、“正答＋準正答率”でも

7.6％と、1 割を割っている。 

大学群別では国立大 S 群のみが正答率 13.0％で 1 割を超えているものの、他は 4％以

下で、特に私立大 B 群・私立大 C 群では 1％に満たない。なお、理工系の正答率は 6.6％

で、“正答＋準正答率”でも 11.2％と、1 割をやや上回る程度である。 

・当問題は、相似を利用した問題解決の好例として、ほとんどの中学3年の数学教科書(旧課

程)で扱われている。ただ、正答率が極めて低いことから、数学の活用力を伸ばすために

用意されている題材が十分活かされていないようだ。 

こうした背景の一つとして、一般に入試における作図問題の出題頻度が低いため、入

試対策上、図形の指導や学習が軽減されがちになっていることが指摘されている。 

・日本数学会では、「入試では解答時間や形式の制約等があり、どうしても出題されやすい

単元や分野に偏りが出る。しかし、多くの教科書が同じ問題(題材)を取り上げているこ

とは、数学の理解を深めるうえで欠くことができない重要な問題として位置付けられて

いるということで、より充実した指導が行われることを期待する」としている。 

◎ 日本数学会の総合分析 

平面図形を定規とコンパスで作図する 

ことが、何を意味するのか理解していな 

い解答が多く見られる。 

高校までの教育で、こうしたことがき 

ちんと教えられていない可能性もある。 

【日本数学会からの提言】 

日本数学会では｢基本調査｣で明らかになった問題点を踏まえ､次のように提言している。 

● 中等教育機関に対して：充実した数学教育を通じ論理性を育む。証明問題を解かせるな

どの方法により、論理の通った文章を書く訓練を行う。 

● 大学に対して：数学の入試問題はできるかぎり記述式にする。1年次、2年次の数学教育

において、思考整理と論理的記述を学生に体得させる。 

 正答例  

日本数学会が公表した今回の「基本調査」の正答例を以下に紹介する。 

なお、ここに掲載されているのは正答の一例であり、他の解答例もあるとしている。 

●「問2-2」の大学群別正答率
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●「問2-1」の大学群別正答率
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●「問3」の大学群別正答率
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＜学習指導要領にみる学校教育＞ 

今回の「基本調査」で、大学生の基礎的な「数学力」に様々な課題のあることが指摘さ

れている。児童・生徒の学習内容や授業時数、履修単位数などは、教育課程の国家的基準(ミ

ニマム・リクワイアメント)である学習指導要領との関わりをみる必要がある。今回の調査

受検者は平成 10年代に実施されていた所謂「ゆとり教育」の学習指導要領(旧課程)のもと、

授業時数や必修単位数の削減の中で小・中・高校教育を受けてきた。 

そこで、彼らが受けた学習指導要領も含め、各時代の学習指導要領の特色や算数・数学

の授業時数、必修単位数などの概要をたどってみる。 

○ 学習指導要領の変遷 

学習指導要領は戦後の新しい学校制度が発足してから今日まで、各時代の教育情勢や社

会的要請等を踏まえ、教育課程基準の見直しや学習指導上の改善策に対応して改訂、実施

されてきた。小・中学校では昭和 22(1947)年度から、高校では昭和 23 年度から実施され、

初期の時代を除き、ほぼ 10 年おきに改訂されてきた。 

主な改訂としては、小・中学校では昭和 26(1951)年の第 1 回から平成 20(2008)年まで 7

回改訂され、昭和 33(1958)年からは文部省(当時)の改正告示から 3～4 年後に実施されてき

た。高校では昭和 35(1960)年の第 1 回から平成 21 年まで 6 回改正告示され、告示から数

年後に実施されている。 

 

 

 

 

 

 

 
３ 

1．まず、図の線分の端点を A, B とする。 
2．定規を使って、線分AB と重ならないように点A から半直線をひき、その上に点A と異な 

る点Cをとる。 
3．AC = CD = DE となる点D, E を、半直線AC 上にコンパスを使って図のようにとる。 
4．定規を使って点 B と点 E をむすぶ。 
5．コンパスと定規を使って、点D を通り線分BEに平行な直線を 

ひく。この直線と線分AB との交点をX とする。 
同様に、点C を通り線分BE に平行な直線をひき、線分AB との 
交点をY とする。 

6．点 X, Y は線分 AB の 3 等分点である。 

 

１－１ (1)×  (2)○  (3)× 

１－２ (1)○  (2)×  (3)× 

２－１ (b)○  

(理由) 

偶数と奇数は、整数 m, n をもちいて、

それぞれ2m, 2 n + 1 と表すことができる。

そして、この 2 つの整数の和は 

 

2m + (2 n + 1) = 2(m + n) + 1 
となる。m + n が整数なので、この和は

奇数である。 

２－２ 

1．上に凸である。 

2．頂点の座標は(3,1)である。 

3．y 軸と点(0,－8)で交わる。 
 

A B

C

X

E
D

Y

(注．上図は当方で作図したイメージ図) 

正 答 例

RI-01608
テキストボックス
(c)2012 旺文社 教育情報センター

http://passnavi.obunsha.co.jp/ct.html?ad=eic&page=pdf&number=1&uri=http://eic.obunsha.co.jp/


  

 - 8 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 各時代の学習指導要領の特色 (表 1、図 6・7・8参照) 

学習指導要領(以下、小・中・高校を含め、各時代に実施された学習指導要領)の変遷を

概観すると、各時代の学校教育(教育課程)の特色が見て取れる。 

１．昭和 20 年代：新しい学校制度発足当初の昭和 20 年代は、児童・生徒の生活経験、生

活学習に重点を置いた「経験主義」の学習指導要領であった。 

２．昭和 30 年代～40 年代：昭和 30(1955)年代に入ると、経験主義に基づく児童・生徒中

心の教育に対する批判が強まり、学習指導要領は系統的知識の習得を重視する「系統主

義」へと転換された。 

さらに、昭和 30 年代後半になると、当時の高度経済成長を支える人材養成、能力開

発政策などの社会情勢と相俟って、学習指導要領は、系統学習の徹底、科学技術教育の

向上、授業時数の増加(小学：昭和 46 年度 6,135 単位時間、中学：47 年度 3,535 単位時

間で過去最高)、高校での必修科目・必履修単位の増加(昭和 38 年度～47 年度：必修単

位数 68 単位、「数学」必修 9 単位で過去最高)など、「詰め込み教育」路線を強めた。 

その一方、“大学入試の激戦”(「団塊世代」による受験生数激増)、“受験対策、学習

量の負担過重”、“落ちこぼれ問題”などで、「詰め込み教育」批判が高まった。 

３．昭和 50 年代：上記のような「詰め込み教育」批判に対し、昭和 50(1975)年代の学習

指導要領は、個性重視、基礎・基本の習得、教育内容の縮減、必修科目の削減など、所

謂「ゆとり教育」へと舵を切った。 

学習指導要領
実施開始年度

「数学」の必修科目＆単位数 必修科目数/単位数
要卒業

最小単位数

①　昭和23(1948)年度～ ・解析学(1)、幾何、解析学(2)から1科目選択。5単位 6科目/38単位 85

②　昭和26(1951)年度～ ・一般数学、解析(1)、幾何、解析(2)から1科目選択。5単位 6科目/38単位 85

③　昭和31(1956)年度～ ・「数学Ⅰ」必修。　6又は9単位 10～12科目/45～61単位 85

④　昭和38(1963)年度～
・数学Ⅰ(5単位)必修、及び数学ⅡA(4単位)、数学ⅡB(5単位)から
　1科目選択。　9又は10単位

17又は18科目/
68～76単位

85

⑤　昭和48(1973)年度～ ・数学一般、数学Ⅰから1科目選択。　6単位 11～13科目/47単位 85

⑥　昭和57(1982)年度～ ・「数学Ⅰ」必修。　4単位 7又は8科目/32単位 80

⑦　平成6(1994)年度～ ・「数学Ⅰ」必修。　4単位 11又は12科目/38単位 80

⑧　平成15(2003)年度～ ・「数学基礎」(2単位)、「数学Ⅰ」(3単位)から1科目選択。　2又は3単位 13又は14科目/31単位 74

⑨　平成25(2013)年度～ ・「数学Ⅰ」必修。　3単位(2単位まで減単可) 13～15科目/31～35単位 74

●高校「学習指導要領」の変遷：「数学｣必修科目・単位数等

(注．全日制･普通科における必修科目、標準単位数等を表示。平成25年度からの新課程｢数学Ⅰ｣は、24年度から先行実施。　文科省資料から作成）  

●高校「数学｣必修科目及び必修教科・科目の単位数の変遷

3

2

4

4

6

9

6

5

5

31

38
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38

38

32

31

0 10 20 30 40 50 60 70 80

平25年度～

平15年度～

平6年度～

昭57年度～

昭48年度～

昭38年度～

昭31年度～

昭26年度～

昭23年度～ 　　　　　：「数学」必修単位数
　
　　　　　：必修教科・科目単位数

(単位)

注．①　全日制・普通科における必修教科・科目の標準
　単位数。　　②　数学、及び他の科目で選択必修の場合、
　最小単位数を表示。なお、24年度に先行実施の数学Ⅰは
　3単位(2単位まで減可)で表示。＜　＞内数字は要卒業最
　小単位数。　③各年度は学習指導要領の実施開始年度。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文科省資料より作成)

＜85＞

＜85＞

＜85＞

＜85＞＜85＞

＜80＞

＜80＞

＜74＞

＜74＞

(表 1)
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４．平成時代初期：平成元(1989)年改訂の学習指導要領では、それまでの“知識・理解重

視型学力観”から、「自ら学ぶ意欲の育成や思考力、判断力などの能力の育成に重点を置

く」とする“新学力観”への転換を図っている。 

５．平成 10 年代：今回の調査受検者が受けた平成 10(1998)年代の学習指導要領は、“ゆと

り”の中で「生きる力」(確かな学力／豊かな心／健やかな体)の育成を基本的な理念と

する“ゆとり教育の集大成”といえる。 

そして、小・中・高校における 14 (2002)年度からの「完全学校週 5 日制」実施、「総

合的な学習の時間」の導入などで、小・中学校では教育内容の 3 割削減と教科学習の授

業時数の大幅削減、高校では必修単位数や要卒業単位数の削減が図られた。 

このため、“ゆとり教育”批判、“学力低下”問題が社会的にも大きな波紋を広げた。 

６．平成 20 年代：上述のように、10 年代は“学力低下”論が喧伝される中で教育につい

て“ゆとり”か“詰め込み”か、といった二項対立的な議論がなされてきた。 

こうした経緯を踏まえ、今回の新学習指導要領(小学校 23 年度、中学校 24 年度から

全面実施、高校 25 年度から学年進行で実施。小学算数・中学数学は 21 年度、高校数学

は 24 年度から先行実施)では、これまでの二項対立的な議論を乗り越え(知識・技能とそ

の活用を“車の両輪”として)、「生きる力」の育成を継承している。 

そして“学力の重要な要素”として、①基礎的・基本的な知識・技能の習得／②知識・

技能を活用して課題を解決するために必要な思考力・判断力・表現力等／③主体的に学

習に取り組む態度、といった 3 点を挙げている。 

こうした理念に基づき、新学習指導要領では小・中学校の主要教科の授業時数を 1 割

以上増加させるとともに、例えば算数・数学では、言葉や数、式、図表などの相互の関

連を正確に理解する論理的思考力、それらを用いて説明、表現する論理的表現力の育成

の充実を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜大学入試の現状と学力問題＞ 

○ 私立大入学者の“2人に 1人”は「推薦・ＡＯ」入学 

高校生の基礎学力の定着などには、前述したような学習指導要領に則った学校教育のほ

か、大学入試との関わりも大きく影響している。 

●小学校(1学年～6学年)の
年間授業時数＆「算数」授業時数の変遷
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●中学校(1学年～3学年)の
年間授業時数＆「数学」授業時数の変遷
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(注．各年度は学習指導要領の実施開始年度。小学算数、中学数学は 21 年度から先行実施。文科省資料より作成)

(図 7) (図 8)
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中学生の 98.2％(23 年度。以下、同)が高校に進学し、高校生(現役)の 47.7％が大学(学部)

に進学している。なお、18 歳(大学進学適齢期)人口に対する既卒者も含めた大学(学部)入

学者数の割合、つまり「大学進学率」は 51.0％で、“ユニバーサル”段階に達している。 

また、大学入学者約 60 万人のうち、78.3％に当たる約 47 万人が私立大生であるが、そ

のうち“2 人に 1 人”が学科試験を基本的に課さない「推薦・AO 入試」によって入学し

ている。(図 9参照) 

ところで、大学受験者(現役・既卒)の 9 割以上が入学を果たす所謂、大学“全入時代”

(23 年度大学｢収容力｣：90.8％＜大学入学者数÷大学受験者数)＞)とまでいわれる受験環境

は、一部の厳しい競争的環境にある受験生を別とすれば、受験生に対してさえも学習意欲

の希薄さと学習時間の減少をもたらし、基礎学力の低下を招いているといえる。 

○ 新学習指導要領と入試改革に期待 

前述した新学習指導要領では、主要科目の授業時数の増加、理数教育などの教育内容の

充実、教科・科目の枠を超えた論理的思考力・表現力の育成の充実、高校教育の多様化に

対する共通必履修科目の設定などが図られる。 

一方、大学入試では、中教審答申『学士課程教育の構築に向けて』(20 年 12 月)や文科

省の「大学入学者選抜実施要項」(例年 5 月末ごろ各大学に通知)において｢推薦・AO 入試｣

での基礎学力の状況を把握する措置が求められている。 

23 年度入試では、入学者約 60 万人のうち、｢推薦・AO 入試｣入学者の割合(43.8％、約

26.2 万人)がやや減少し、学科試験主体の「一般入試」入学者の割合(55.7％、約 33.4 万

人)が僅かながら増加している。特に国公立大ではセンター試験を課す｢推薦・AO 入試｣の

拡大傾向もみられる。(図 9参照) 

●23年度　大学入試形態別入学状況

その他
0.6％

（0.3万人)

AO入試
8.7％

(5.2万人)

推薦入試
35.1 ％

(21.0万人)

一般入試
55.7 ％

(33.4万人）

・国立大84.2％
・公立大73.7％
・私立大48.4％

・国立大12.5％
・公立大23.7％
・私立大40.7％

・国立大2.7％
・公立大1.8％
・私立大10.4％

・国立大0.7％
・公立大0.8％
・私立大0.5％ 23年度

国公私立大
入学者数

59万9,407人

注．①　〔　　〕内は、国公私立大ごとの入試における当該入試形態による入学者の割合。
　　　②　「その他｣は、専門高校・総合学科卒業生、帰国子女、中国引揚者等子女、社会人の各入試。
　　　③　通信課程及び外国人留学生選抜等は含まない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文科省「平成23年度国公私立大学入学者選抜実施状況の概要」より作成)

 

こうした学校教育での学習状況や受験における入試状況の変化は、今後の児童・生徒の

学習意欲の向上、基礎学力の定着などにも結びついていくものと期待される。 

 

 (2012．04．大塚) 

(図 9) 
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